
4 行政処分・罰則について
老人福祉法に規定する行政処分には、改善命令と事業停止命令がある。
このうち改善命令は、何らかの方法で指導監督が行われ、再三の指導に関わらず事業者に改善がみら

れない場合に行われる行政処分である。また、再三の指導に関わらず改善がみられず、そのことが入居
者の安心や安全を脅かすものであるとき、地方自治体は事業停止命令を行うことができる。

事業停止命令を行った場合、事業者は生活支援、食事、介護等のサービス提供を行うことが禁止され
る。このため、入居者の生活が結果的に立ちいかなくなるため、法令上で地方自治体には入居者の住み
替え先を紹介するなどに努めなければならない。

現在までに各自治体から出された改善命令の多くは、入居者への虐待事件に伴うものである。また、
事業停止命令については、現時点で行われた事案はない。

各自治体が行政処分の権限を有しながらこれまでに処分実績が少ない理由について調査したとこ
ろ、多くの自治体からは「判断基準がないから」「告発を伴うため慎重にならざるを得ない」、等の意見が
寄せられた。

〇改善命令について
老人福祉法
第29条
13　都道府県知事は、有料老人ホームの設置者が第4項から第9項までの規定に違反したと認める

とき、入居者の処遇に関し不当な行為をし、又はその運営に関し入居者の利益を害する行為をした
と認めるとき、その他入居者の保護のため必要があると認めるときは、当該設置者に対して、その
改善に必要な措置をとるべきことを命ずることができる。

15　都道府県知事は、前2項の規定による命令をしたときは、その旨を公示しなければならない。

第39条
　第18条の2第1項又は第29条第13項の規定による命令に違反したものは、6月以下の懲役又は

50万円以下の罰金に処する。

〇事業停止命令について
老人福祉法
第29条
14　都道府県知事は、有料老人ホームの設置者がこの法律その他老人の福祉に関する法律で政令で

定めるもの若しくはこれに基づく命令又はこれらに基づく処分に違反した場合であって、入居者
の保護のため特に必要があると認めるときは、当該設置者に対して、その事業の制限又は停止を命
ずることができる。

15　都道府県知事は、前2項の規定による命令をしたときは、その旨を公示しなければならない。
16　都道府県知事は、介護保険法第42条の2第1項本文の指定（地域密着型特定施設入居者生活介

護の指定に係るものに限る。）を受けた有料老人ホームの設置者に対して第14項の規定による命
令をしたときは、遅滞なく、その旨を、当該指定をした市町村長に通知しなければならない。
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17　都道府県知事は、有料老人ホームの設置者が第14項の規定による命令を受けたとき、その他入
居者の心身の健康の保持及び生活の安定を図るため必要があると認めるときは、当該入居者に対
し、介護等の供与を継続的に受けるために必要な助言その他の援助を行うように努めるものとす
る。

第38条　第20条の7の2第2項の規定又は第29条第14項の規定による命令に違反した者は、1年
以下の懲役または100万円以下の罰金に処する。

第41条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の
業務に関し、第38条（第29条第14項に係る部分に限る。）又は前2条の違反行為をしたときは、行
為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。

◇資料44　設置届から事業停止命令までの一般的な流れ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P174
◇資料45　改善命令・事業停止命令の考え方（例）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P175
◇資料46　改善命令の事例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P176
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◆資料45　改善命令・事業停止命令の考え方（例）
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◆資料46　改善命令の事例
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